
 

 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

１ 重要な会計方針 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法について  

有価証券及び投資有価証券は、移動平均法による原価基準を採用する。 

（２） 固定資産の減価償却について  

ア 所有権移転外ファイナンス・リース資産以外の減価償却資産は、定額法による減価償却を 

実施する。  

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間中を耐用年数と 

し、残存価格をゼロとする定額法により減価償却を実施する。  

ウ リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引は、引き続き 

通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。  

（３） 引当金について  

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給付額を 

控除した金額を計上する。 

（４） 消費税の会計処理について  

消費税の会計処理は、税込方式による。 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特 定 資 産     

退 職 給 与 引 当 資 産 10,629,861 549,959 4,312,213 6,867,607 

減 価 償 却 引 当 資 産 199 4,021,151 0 4,021,350 

財政運営資金積立資産 19,167 38 0 19,205 

出 資 金 11,000 0 0 11,000 

合 計 10,660,227 4,571,148 4,312,213 10,919,162 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

特 定 資 産     

退 職 給 与 引 当 資 産 6,867,607 (0) (0) (6,867,607) 

減 価 償 却 引 当 資 産 4,021,350 (0) (4,021,350) (0) 

財政運営資金積立資産 19,205 (0) (19,205) (0) 

出 資 金 11,000 (0) (11,000) (0) 

合 計 10,919,162 (0) (4,051,555) (6,867,607) 



 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

土 地 20,459,280         0 20,459,280 

建 物 76,647,430 3,883,660  72,763,770 

車両運搬具 15,727,808 15,727,800 8 

什 器 備 品 4,280,941 2,597,592  1,683,349 

預 託 金 67,160      0 67,160 

リース資産 3,656,400 365,640 3,290,760 

合 計 120,839,019 22,574,692 98,264,327 

５ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

未 収 金 8,097,891 0 8,097,891 

仮  払  金 149,810 0 149,810 

立  替  金 42,742 0 42,742 

合 計 8,290,443 0 8,290,443 

６ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表 

上の記載区分 

補助金       

高年齢者就業機会確保事

業費等補助金 
国 0 9,839,000 9,839,000 0 - 

雇用開発支援事業費等補

助金 
国 0 7,887,000 7,887,000 0 - 

運営費補助金 市 0 19,000,000 19,000,000 0 - 

シルバー人材センター事

務所整備支援事業補助金 
市 29,895,000 0 1,260,000 28,635,000 指定正味財産 

合 計 29,895,000 36,726,000 37,986,000 28，635,000  

 

 

 

 

 

 



 

 

７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内容は、次のとおりである。 

（単位：円） 

内  容 金  額 

経常収益への振替額減価償却費計上による振替額 1,260,000 

合 計 1,260,000 

８ その他 

 包括的契約に移行したため、受取配分金及び支払配分金（会員業務委託料）が 145,756,133 円減少し

た。 


